
　

障
害
が
あ
っ

て
も
、
高
齢
に

な
っ
て
も
、
こ

ど
も
た
ち
も
だ
れ
も
が
安
心
し
て

生
活
で
き
る
町
田
に
す
る
た
め
に

市
議
に
な
っ
て
24
年
。
24
年
前
の
質

問
で
求
め
た
「
小
学
校
の
よ
う
な

温
か
い
中
学
校
給
食
」、
日
本
共
産

党
市
議
団
が
条
例
提
案
し
た
「
子

ど
も
の
医
療
費
助
成
制
度
」、
低

年
金
で
も
暮
ら
せ
る
特
別
養
護
老

人
ホ
ー
ム
の
増
設
、
全
小
学
校
へ
の

学
童
保
育
ク
ラ
ブ
の
設
置
や
認
可

保
育
園
の
増
設
な
ど
、
市
民
の
運

動
と
力
を
合
わ
せ
て
実
現
す
る
こ

と
が
で
き
ま
し
た
。

　

私
は
こ
の
確
信
を
胸
に
、
さ
ら

に
皆
さ
ん
と
ご
一
緒
に
い
の
ち
と
暮

ら
し
、
地
域
の
願
い
を
実
現
す
る

た
め
に
７
期
目
に
挑
戦
し
ま
す
。

新
型
コ
ロ
ナ
が
浮
き
彫
り
に
し
た
命

を
守
る
政
治
を
実
現
す
る
た
め
に
。
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●１９５５年岩手県生まれ●
岩手大学教育学部卒●緑ヶ丘
小学校教諭、都立町田養護
学校教諭、町田第二小学校
教諭●１９９８年に市議会議
員初当選●現在、党市議団
幹事長。健康福祉常任委員
会委員、災害対策委員会委
員、社協評議員）●家族は母、
夫と１女●鶴間在住

市議会議員・６期

だ
れ
も
が
安
心
し
て

生
活
で
き
る
町
田
に

〝困った人を　　
　ほっとけない〟 私も細野さんと

力をあわせてが
んばります。

池川友一
都議会議員

市民のいのち・暮らしを守り、
豊かな教育すすめる市政の実現を
市民のいのち・暮らしを守り、
豊かな教育すすめる市政の実現を



細野りゅう子

2024年度から順次実施に

市議として６期･24 年市議として６期･24 年

　２０１８年、中学校全員給食実現を求める請願が２
万３千人の署名とともに市議会に提出されました。請
願は、自民（１人除いて）、公明などの反対で不採択
となりましたが、その後の継続した市民運動と、「小
学校のような中学校給食こそ必要」と、党市議団が
くり返し、市議会でとりあげるなか、２０２０年１２月、
市長は、中学校全員給食への転換の意思表明をおこ
ない、２０２１年度予算に盛り込まれました。
　南地域では2０２5年の2学期から開始予定です。

　石阪市政は、財政難を理由に公共施設再編計画を
市民の理解と合意なしに進めています。
　学校も例外ではなく、市立小中学校６２校を４１校
に、３分の１も減らす「新たな学校づくり」計画をす
すめています。
　　地域コミュニティをこわす学校統廃合はやめて、
少人数学級の実現で学校を存続させるべきです。

市民とともに
市政変えるために全力
市民とともに
市政変えるために全力
中学校全員給食

小中学校の統廃合より
少人数学級を

● 補聴器購入費補助制度を実現します
● 学校給食の無償化をすすめます
● １８歳までの医療費助成の拡充
● コミュニティバスなど公共交通の拡充
● シルバーパス料金に中間段階を設けます
● 保育園の待機児をなくします
● 新型コロナ感染症から命くらし営業守る市政に
● 年金でも入れる特養ホームを増設します
● 国民健康保険の引き上げをやめ、子どもの均
　 等割りをなくします
● 二酸化炭素排出ゼロを目指す取り組みを進め 
　 ますとのむら健一 佐々木とも子 田中 美穂 大野まこと

市議会議員･８期 市議会議員･5期 市議会議員･１期

子どもたち、親の願いが実現

５人の共産党市議団の実現を

大型開発すすめる石阪市政と
それを支える自民、公明

《南地域で統廃合の予定の小中学校》
南成瀬小 -南２小、南３小‐南４小、南つくし野小、
つくし野小

市民の理解と合意なしに

町田くらしの相談室長

　いま石阪市政は、「多摩都市モノレール延伸を前提
としたまちづくり」を中心に据え、６００億円を超える
税金を町田駅周辺再開発に投入しようとしています。
　その一方で、５年連続の国民健康保険税の値上げや
税滞納者への給与差し押さえ、市葬祭事業や高校生の
奨学金制度の廃止、障がい者施設家賃補助金の削減
など、市民のくらしを直撃する削減計画をすすめてい
ます。
　さらに、市立図書館８館を６館に減らし、文学館、
博物館をなくす計画も。これに対して、公共施設存続
を求める署名は、あわせて３万人を超え、請願はすべ
て採択。文学館は存続されることになりました。
　この市民の声に耳を傾け、大型開発優先から市民の
くらしと福祉、教育守る市政に転換する時ではないで
しょうか。

市民の願い実現にがんばります


